
【関係箇所抜粋】 

資料３－２ 新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（案） 
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三 新型コロナウイルス感染症対策の実施に関する重要事項 

（３）まん延防止 

３）施設の使用制限等（前述の「２）催物（イベント等）の開催制限」、後 

述する「５）学校等の取扱い」を除く） 

① 特定都道府県は、法第 24 条第９項及び法第 45 条第２項等に基づ 

き、感染リスクが高いと指摘されている飲食の場を避ける観点から、 

飲食店に対する営業時間の短縮（20 時までとする。ただし、酒類の提 

供は 11 時から 19 時までとする。）の要請を行うものとする。要請に 

あたっては、関係機関とも連携し、営業時間短縮を徹底するための対 

策強化を行う。 

法第 45 条第２項に基づく要請に対し、正当な理由がないにもかか 

わらず応じない場合には、法第 45 条第３項に基づく指示を行い、こ 

れらの要請及び指示の公表を行うものとする。政府は、新型コロナウ 

イルス感染症の特性及び感染の状況を踏まえ、施設の使用制限等の要 

請、指示の対象となる施設等の所要の規定の整備を行うものとする。 

また、20 時以降の不要不急の外出自粛を徹底することや、施設に人 

が集まり、飲食につながることを防止する必要があること等を踏まえ、 

飲食店以外の他の新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令（平成 

25 年政令第 122 号）第 11 条に規定する施設（学校、保育所をはじめ 

別途通知する施設を除く。）についても、同様の働きかけを行うものと 

する。 

また、特定都道府県は、感染の拡大につながるおそれのある一定の 

施設について、別途通知する目安を踏まえた規模要件等（人数上限・ 

収容率、飲食を伴わないこと等）を設定し、その要件に沿った施設の 

使用の働きかけを行うものとする。 
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４）職場への出勤等 

① 政府及び特定都道府県は、事業者に対して、以下の取組を行うよう 

働きかけを行うものとする。 

・ 職場への出勤は、外出自粛等の要請の対象から除かれるものである 

が、「出勤者数の 7 割削減」を目指すことも含め接触機会の低減に 



向け、在宅勤務（テレワーク）や、出勤が必要となる職場でもローテ 

ーション勤務等を強力に推進すること。 

・ 20 時以降の不要不急の外出自粛を徹底することを踏まえ、事業 

の継続に必要な場合を除き、20 時以降の勤務を抑制すること。 

・ 職場に出勤する場合でも、時差出勤、自転車通勤等の人との接触を 

低減する取組を強力に推進すること。 

・ 職場においては、感染防止のための取組（手洗いや手指消毒、咳エ 

チケット、職員同士の距離確保、事業場の換気励行、複数人が触る 

箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、出張によ 

る従業員の移動を減らすためのテレビ会議の活用等）や「三つの密」 

や「感染リスクが高まる「５つの場面」」等を避ける行動を徹底するよ 

う促すこと。特に職場での「居場所の切り替わり」（休憩室、更衣室、 

喫煙室等）に注意するよう周知すること。さらに、職場や店舗等に関 

して、業種別ガイドライン等を実践するよう働きかけること。 

・ 別添に例示する国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な業務を行 

う事業者及びこれらの業務を支援する事業者においては、「三つの密」 

を避けるために必要な対策を含め、十分な感染防止策を講じつつ、事 

業の特性を踏まえ、業務を継続すること。 
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(別添)緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者 

以下、事業者等については、「三つの密」を避けるための取組を講じていただきつつ、事業

の継続を求める。 

３．国民の安定的な生活の確保 

・自宅等で過ごす国民が、必要最低限の生活を送るために不可欠なサービスを提供する関係

事業者の事業継続を要請する。 

④ 宅配・テイクアウト、生活必需物資の小売関係（百貨店・スーパー、コンビニ、ドラッ

グストア、ホームセンター等） 
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緊急事態措置以外の対応（案） 

〇 遊興施設（食品衛生法の飲食店営業許可を受けている店舗及び別途通知する施設を除

く。）、劇場、観覧場、映画館又は演芸場、集会場又は公会堂、展示場、物品販売業を営む店

舗（1000平米超）、ホテル又は旅館（集会の用に供する部分に限る。）、運動施設又は遊技場

及び博物館、美術館又は図書館、サービス業を営む店舗（1000平米超）については、20時

までの営業時間短縮、19時までの酒類提供の働きかけを行う。 


